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都市近郊農業の変容

一愛知県東海市の場合一

北村修二

地理学教室

(平成元年10月15日受理)

しはじめに

戦後日本農業は大きく変貌した。それは、とりわけ限界地域である辺境地域と都市部に顕著

であった。両者はともに離農化という形態を取りながらも、前者は耕作の放棄化さらには農地

の林地化をはじめとする農地転用と、経営規模の拡大化にもつながる農業内的転用を伴った離

農化とが、一方、後者では兼業化とともに農外への転用が急速に進展した。

このように都市部においては、日本農業の抱える矛盾がとりわけ都市と農村の矛盾と相待っ

て、農業の退潮化が著し ~'o しかし一部とは言え、農業を維持しようという動きのみならず農

業の新たな展開への試みもみられた。それは、都市農業としての集約化をさらに一層進めるも

のであった。特にそれは、状況的にもその展開の可能性が大きかった都市近郊地域に顕著にみ

られた。とは言えそこには他地域とは異なる矛盾もみられた。

本稿では、都市近郊地域における戦後の農業の展開過程と現段階的存立形態並びにそこにお

ける諸問題について検討する。このため本稿では、名古屋市に隣接する愛知県東海市を取り上

げた。これは、当市が、 1977年以来全国一の工業出荷額を堅持している愛知県においても、工

業化の展開が著しいにもかかわらず、農家数および農業労働力の戦後の流出状況が、全国的に

みても低位であったと位置付けられるJ)からに他ならない。ちなみに東海市の1985年現在の専

業農家率をみると、 21.7%と全国平均の14.3%をかなり上回るのであるO

ll. 東海市農業の変容

1. 1960年時点における東海市農業の特徴

東海市は、第1図のように名古屋市の南東15km圏に位置し、北は名古屋市、東は大府市およ

び東浦町、南は知多市に接する典型的な都市近郊地域であるo すなわち1986年5月現在人口が

9万6千人の第2次および第3次産業に特化した典型的な都市であるo ちなみに第2次および
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3次産業人口率をみると、 1980年において既に50.4%および44.5%と高い水準を示しているO

第1図東海市の農業集落名とその位置

農業集落名

1.南柴田新田 2.北犬山

I'sl ・ .

3.一番畑

5.上名和

7.南脇

9.渡内

11.加家

13.清水

15.富田

17.開拓

19.木田

21.本郷

23.養父

25.仲新田

4.三ツ屋

6.北脇

8. 高根

10.寺中

12.平島

14.木庭

16.姫島

18.大田

20.高横須賀

22. 向山

24. 中部

26.南加木屋

以上の特徴を持つ本市を地形的にみると、海岸部にはまず埋立地が展開し、重化学工業と流

通施設とが展開する臨海コンビナートが形成・展開されている O またその内側には沖積平野が

展開し、新田地域が形成されて来たが、現在は主として住宅地、道路をはじめとする交通路お

よび~7k田地域として利用されているo

一方、それより内陸部に当たる東部地域には緩傾斜地が展開し、主として宅地、さらに一部

は林地および道路等に利用される他、農地としての利用も大きL、。農地は、主として果樹園地

と畑地として利用されているO

以上のように特徴付けられる本市において、日本資本主義の高度成長の影響が本格的に及び

始めた1960年時点における農業の状況を、まず明らかにしたい。

まず水田率が50.7%とほぼ全国水準を示す本市の営農基盤については、 1農家当り経営耕地
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面積が0.83haと、かなりの規模を示す。その地域性については、相対的に規模が大きい水田が

展開している海岸部および果樹園地規模が相対的に大きい東部丘陵地域では、経営規模が大き

い。一方、都市化の進展が顕著な地域では、経営耕地規模は零細である D 例えば名古屋市に隣

接する本市北部の北犬山集落および一番畑集落、また本市の市街地の中心をなす本市南部のと

りわけ横須賀集落および高横須賀集落等がこれに当たる。ちなみに一番畑集落および高横須賀

集落の 1農家当り耕地面積をみると、 0.66haおよび、0.55haと低位である。

またその耕地への作付状況については、伝統的な畑作物栽培と水稲栽培が主体をなし、近郊

農業的色彩を持つより集約的な作物や畜目の導入は、若干試みられているに過ぎない。すなわ

ち水田地域では水稲と麦類が、畑作地域では野菜と伝統的な畑作物たる麦類・雑穀・豆類・い

も類等および畜産が導入されているO ちなみに1960年における当市の農業粗生産額をみると、

水稲が30.5%、野菜が20.3%、畜産が16.6%、麦類・雑穀・豆類・いも類が14.9%と続き、こ

れらの合計は、総粗生産額の82.3%にも昇っている。

さらに耕地の集約度をみると、耕地10a当り農業組生産額は3.6万円と、全国平均を若干とは

言え上回る水準を、また耕地利用率も133%とほぼ全国水準を示している。したがって 1農家

当り農産物販売金額は12.7万円、また専業農家率も37.1%と、全国水準を若干とは言え上回る

水準を示している O

以上のように1960年時点における東海市の農業は、水稲と必ずしも生産性が高くない伝統的

な畑作物栽培とを主体とするものであり、これに野菜および畜産等の導入による集約化が若干

試みられており、農家の生産性水準はほぼ全国水準並で、あったと言えよう O

2.高度成長期以降の東海市農業の変容

以上の状況は、 1960年以降の高度成長によりその変容を余儀なくされた。特に名古屋市の南

東部に隣接する本市には、名古屋南部臨海コンビナートにつながる臨海部を中心に、重化学工

業が急速に展開した。すなわち1960年に名古屋南部臨海工業地域が造成されて以来、本市には

新日鉄、東レを始めとする工場の進出と、トヨタ自動車、日本鋼管等の港湾および流通施設と

が展開し、名古屋南部に続く重要な臨海コンビナートが形成された。また内陸部においても若

干とはいえ、例えばカゴメに代表される食品加工業をはじめとする製造業も展開したのであるo

ちなみに1955--75年における製造業事業所数、従業者数および製造品出荷額の推移をみると、

184ケ所、 1，976人および30億円が、 348ケ所、 21，374人および6，050億円へと急増した。また1985

年現在の出荷額l兆1.012億円中93.9%を、鉄鋼を始めとする重化学工業部門が占めているo

またこの期には、本市からの通勤流出も増大した。これは、県営住宅および社宅を始めとす

る宅地化が急速に展開したためでもあった。特に近年、重厚長大型の重化学工業の退潮化傾向

は否めず、名古屋市等への通勤が目立つO ちなみに就業者4万6千人中通勤者が占める割合を

みると32.8%、また通勤者の66.6%を、名古屋駅まで名鉄常滑線急行で約20分の時間距離にあ
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る名古屋市が占めるo かくして1965年当時8，328人および29.2%であった第3次産業人口およ

び人口率は、 1980年には20，668人および44.5%へと増大したのである C

このような工業化・都市化の進展と、これに伴う農外労働力市場の拡大に伴って、営農環境

は悪化を余儀なくされた。すなわち工業化・都市化に伴う宅地化等の進展により、農地の改廃

や地価の高騰等を、また農外労働市場の展開が、農業労働力とりわけ若年労働力の流出をもた

らす等、地域農業に少なからぬ影響を及ぼしたのであるo

このような状況のもとで、 1960年以降対米従属的な形での農業政策の展開と、それに伴った

安価な農産物の大量輸入とがもたらされた。これに伴い、従来の畑作物は、その栽培の低収益

性が明瞭となり、急速な作付放棄を余儀なくされた。

特に伝統的な畑作物栽培がなお重要な地位を占めて来た当市、なかでも内陸部の畑作地域で

はその影響が大きかった。すなわち1960年当時216ha、408haおよひ百5haをも占めていた麦類、

いも類および豆類の収穫面積は、 1970年には 1ha、106haおよび9haへと激減したのである O

また1970年まで極めて重要な地位を占めて来た稲作経営も、この年以降生産調整が展開され

たこともあって、その縮小化を余儀なくされた。すなわち1960年および1970年には649haおよ

び、507haもあった水稲の収穫面積は、 1985年には282haへと大きく減少した。かくして稲およ

び麦類・雑穀・豆類・いも類等を中心とする二毛作体型は、完全に崩壊した。

かくして当市には、急速な兼業化と離農化が進展したのである O すなわち1960年当時1，959

戸および37.1%であった農家数および専業農家率は、 1985年には1.325戸および21.7%へと減少

し、第2種兼業農家率は48.2%、また農業専従者のいない農家率も34.0%に昇っている O また

その兼業内容については、農外労働力市場に恵まれて、安定的な恒常的雇用勤務兼業が全兼業

農家の77.7%にも達しているo 自営兼業が15.2%と、残りの大部分を占めるが、それは、商庖

等を始めとするその他の自営兼業であり、臨海部に工場群が展開するまで極めて盛んであった

海苔養殖業を始めとする漁業兼業は、 1985年現在1.3%を占めるに過ぎなL、。

他方、このような兼業化・離農化が進展する一方で、上層農家を中心に、農業経営の改善が、

主として集約化による選択的拡大という形で、より広範にみられた。それは、主として果樹、

野菜およびとりわけ施設園芸等部門の拡大によるものであった。

以上の集約化を可能にしたのは、国等が中心となって行った生産基盤の整備等と、農家の営

農努力とそれに支えられた機械化を始めとする省力技術の進展等であった。

まず生産基盤についてみると、愛知用水が当地農業の発展に果たした役割を忘れることが出

来ない。この通水事業2)により、農地の開発と畑作経営の安定化並びに農産物の増収等が図ら

れた。すなわち天水依存からの脱却による畑作経営の安定化、伝統的な畑作物からより集約的

な経営への転換、また果樹園の開園化にみられるような農地開発等、本市の農業の発展に果た

した役割には大きなものがあった。ちなみに樹園地面積をみると、 1950年の134haが1960年に

は215ha、また1970年には297ha、さらに1985年には319haへと増大したのである。なお樹園地

部
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面積中果樹園の占める割合は、 1985年現在99.4%となっているO

第1表.東海市における主な国・県等の補助事業実績 (1965""'84年)

年 度 事 業 名

1965--85年|愛知用水土地改良区圃場整備事業

1968--74年|野菜指定産地近代化事業

1970年 |野菜生産出荷近代化事業

1972年 |特産野菜生産団地育成事業

1973--84年|東海市圃場整備事業

1975--79年|水質障害対策事業

1975--80年|野菜広域流通加工施設整備事業

1977--80年|共同施行圃場整備事業

1978年 |組織的転作近代化施設整備事業

1978--81年|転作野菜栽培施設団地設置事業

1978--84年|農道整備事業

1979--85年|家畜糞尿処理対策事業

1980--例年|土地改良総合整備事業

1982年 |地域農業振興事業

1983年 |転作促進対策事業

1983--84年|地域農政総合推進事業

1983--84年|農産物需給安定協同活動推進事業

1984年 |野菜作柄安定対策事業

事業内容

区画整理281ha

集出荷場3ケ所

集出荷場1ケ所

集出荷場1ケ所

区画整理29ha

事業費

90，719万円

957 

699 

554 

8.280 

パイプライン3.1km I 19.385 

野菜冷貯蔵施設2ケ所、選果包装施設 I34，317 

区画整理7ha I 4，500 

トラクター l台、ミニパックホー l台他 642

パイプハウス42ケ所4.5ha I 12，361 

農道等5.3km I 25，049 

堆肥舎3ケ所 I 2，176 

パイプライン13.9km、揚排水機場他 I47，297 

花き育苗施設500nf I 5，145 

集出荷施設1ケ所 I 3，141 

546 

2.659 

堆肥運搬車l台、深耕ロータリー 2台他 947

資料:東海市役所

以上の事業に加え、国や県が行った補助事業等も、当市の農業の発展に少なからぬ貢献を果

たした。すなわち1965年以降国・県等が行った主要な補助事業をみると、第1表の通りである。

その内容をみると、生産および流通部門の整備による営農基盤の充実に力点があることがわか

る。まず、生産基盤整備事業としては、圃場整備事業と土地改良および農道整備事業があげら

れる O また生産および流通部門の近代化としては、畜産およびとりわけ野菜部門を中心に、ト

ラクターを始めとする農業機械の導入、パイプハウスを始めとする施設園芸団地等の設置、ま

た集出荷場および野菜の冷貯蔵施設等流通部門の整備等があげられようo

このような諸施設の導入により、野菜類等の周到な選果とそれを背景とする共撰共販体制が

確立し、これがさらに施設園芸を始めとする集約化を一層進展させることともなった。なかで

も全国一の生産量を誇るふきは、ビニールハウスの導入3)、特に近年は株冷技術の普及等によ

り、収穫の早期化および周年栽培化に努め、高収益化が計られたのみならず、 1976年度事業お
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よび1983年度事業で完成した低温処理予冷庫および、集出荷場の設置等により、生産技術からさ

らに共販体制の充実化までが図られ、水田利用再編対策事業4)と相まって、栽培の増大が計ら

れたのである。これにより、全国一の生産量を誇るのみならず、 1972年以降は生産および出荷

の調整を通じて、全国の市場並びに価格の調整をも図っている。

またこのような集約化は、洋らんの協同組織たるYOp5)や東海市ふき研究会、また東海市農

業協同組合を始めとする公共団体が、技術の導入と普及や資金の受け入れ機関として、また共

販体制の確立等に少なからぬ貢献を果たす等、地域的集積の利益を培った結果に他ならない。

すなわち東海市は工業化・都市化の推進に大きな役割を果たしたが、その一方で、農業の近代

化や公害対策等農業面での対応も迫られ、第2表のように、農業の振興のために一連の計画、

またその達成をも求められたのであるo

第2衰.東海市における農業の振興に関する主な計画の推移状況 (1966.......83年)

計画策定年度| 計 画 名 指定地域等の範囲

1966年 野菜指定産地生産出荷計画 知多(玉ねぎ)

1972年 高能率生産団地整備計画 知多

1973年 農業振興地域整備計画 東海市

1974年 野菜指定産地生産出荷計画 知多(ばれいしょ)

1981年 酪農・肉用牛近代化計画 知多

1981年 果樹広域濃密生産団地形成計画 東海市

1981年 農用地利用増進事業実施方針 東海市

1983年 農業生産総合振興計画 東海市

資料:東海市役所

また前述したように以上の集約化の展開の契機として、臨海コンビナートの造成が大きく関

わっていたことは、改めて言うまでもなかろう O すなわち当市の農家の兼業として重要な地位

を占めていた漁業とりわけ海苔養殖業の崩壊と、それに伴う漁業補償にもより、専業化への動

きが、農地の購入を伴いながら展開し、農業の集約化、とりわけ施設園芸の導入と拡大に重要

な役割を果たしたのであるo

皿東海市農業の現況

1. 1985年現在における東海市農業の特徴

次に、 1985年現在における東海市農業の特徴を、第3表を中心に明らかにしたい。

I農家当り経営耕地面積は、農家数が1960--85年の聞に1，959戸から1，325戸へとかなり減少

したにもかかわらず、耕地面積が1.618haから938haへとさらに大きく減少したため、 O.71haへ

と減少した。それは、愛知県の平均0.57haをかなり上回るものの、全国平均に比すれば低い水

nu 
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準となっているo

第3表. 1985年現在における東海市農業の概況

農家総数 1農家当り 借入耕地の 請負耕作 農産物粗生産額順位と構成 1985年

( )は農家率 耕地面積 ある農家率 委託農家率
1位 2位 3位 4位 5位
」苫 き鉢物類 米 みかん たまねぎ

(万)戸(%) ha % % % % % % % 

東海市 1，325(4.5) 0.71 17.6 10.1 21.2 14.4 13.7 10.5 9.0 

全国 43801.5) 1.23 18.1 26.4 0.5 32.4 2.0 0.4 

施設園芸 耕作放棄地 耕地利用率 耕地lOa当 l農家当り 農産物の 農産物販売 男子農業 専業農家率

農家率 のある農家 り農業所得 農業所得 販売のない 額が300万専従者2人

率 農家率 円以上農家 以上農家率

率

% % % 万円 万円 % % % % 

18.1 17.4 97 14.3 94 13.0 23.8 10.8 21.7 

5.8 9.7 104 8.1 100 19.1 13.8 4.4 14.3 

資料:1985年農業センサスおよび農業所得統計

耕地の借入れ状況は全国平均並、また請負耕作委託農家率は10.1%と低位に、さらに耕作放

棄地のある農家率は、急速に都市化が進展したこと、また施設園芸を始めとする集約的農業が

展開していることもあって、 17.4%と高い水準を示している O

またその耕地の利用については、耕地利用率は97%と低位であるが、集約化はかなり高度で

ある。すなわち選択的拡大が計られ、施設園芸、野菜および果樹生産が重要な役割を担ってい

るo ちなみに1985年における農業組生産額の品目別順位とその構成をみると、施設園芸により

営まれているふきと洋らんに代表される鉢物類が、 21.2%および14.4%と 1位および 2位を占

め、米が13.7%と3位を、さらに温州みかんが10.5%、たまねぎが9.0%と続く C したがって、

施設園芸農家率および、耕地10a当り農業所得は、全国平均が5.8%および8.1万円に対し、 18.1

%および14.3万円と高水準であるo

したがって、 1農家当り農業所得は94万円と、全国平均を若干下回る水準とは言え、農業所

得水準の高い農家がなお厚く存在するのであるo すなわち農産物販売金額が300万円以上農家

率は23.8%、またそれを担う男子農業専従者が 2人以上いる農家率および専業農家率も10.8%

および21.7%と、全国水準のそれ4.4%および14.3%を相当上回っている。

以上のように当市では、名古屋市に隣接し、都市化に伴って営農環境の悪化が顕在化してい

るにもかかわらず、なお施設園芸を中心として集約化による高度化に努め、全国水準にもまし

て高い水準の農家が農業に専従し、それに生活を依存しているのであるo ちなみに当市に287

戸存在する専業農家中施設園芸が販売金額の第 1位部門をなす農家率は34.5%、果樹が27.5%、
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野菜が23.3%となっているO 特に専業農家のなかで施設園芸のある農家率は43.2%、また施設

園芸のある農家240戸中専業農家は51.7%にも昇っているO

2.東海市農業の地域的特徴

以上みた東海市の農業がどのような地域的特徴を持っているのかを、以下第2図を中心に検

討したい。

第2図.農業集落別にみた専業農家率、 1農家当り経営耕地面積
および農産物の販売金額が第1位の部門別農家率 (1985年)
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まず経営耕地規模については、新田地域であった海岸部地域と、高度成長期以降開園もみら

れた果樹園地域をなす東部丘陵地域で大きく、市街地化が進展した北端部および南端部地域で

は小規模なものとなっている。例えば南脇および高根集落の 1農家当り経営耕地面積は0.99ha

および0.94haであるのに対し、名古屋市に近接する北端部の北犬山集落のそれは0.37ha、また

本市の中心市街地に当たる高横須賀集落のそれは0.44haと低位のものとなっているO

また耕地の利用に関しては、販売金額の 1位部門別にみた農家数が28.4%と本市で最も多い

果樹については、愛知用水事業等により増加もみられた東部の丘陵地域、なかで、も渡内、富田、

平島、姫島、寺内、清水、木庭、開択の集落では、果樹が販売金額の第1位部門をなす農家率

がいずれも50.0%以上、とりわけ前4集落のそれは79.2%、73.8%、72.5%および71.7%と高

い値を示しているo

またその農家率が27.4%と果樹に次いで、高い農家率を示す野菜部門については、北部地域並

びに南西部地域に目立ち、南柴田、北脇、南脇、高根並びに太田、高横須賀、養父の各集落で

は、野菜部門が販売金額の第l位をなす農家率がいずれも50.0%以上、なかでも養父のそれは

76.8%と高いものとなっている O

またその農家率が13.7%と第3位を示す施設園芸については、加家、向山、太田、開拓、養

父、平島、高根等集落に目立ち、これらの集落では、施設園芸のある農家率はいずれも20.0%

以上、特に加家のそれは55.9%と高いものとなっている。

また農家率が13.2%を占める水稲については、新田地域が展開する北部および海岸部に目立つ

ているo なかでも仲新田、一番畑、中部、本郷、南柴田新回、南加木屋の集落では、水稲の販

売金額が第1位を占める農家率は35%以上、特に仲新田および一番畑のそれは61.0%および

53.9%と高いものとなっている。

さらに農家総数の13.0%を占める自給農家については、名古屋市に隣接する本市の北端部か

ら、本市の中心部をなし市街地も展開する南部地域に到る地域に目立つ。例えば北犬山、寺中、

清水、南加木屋、一番畑、木庭、高横須賀の各集落ではいずれも20%以上、なかでも北犬山の

それは59.3%と過半を占めているo

以上から明らかなように、生産性の高い果樹、野菜、施設園芸等に特化し、経営耕地規模に

も恵まれた加家、向山、高根、南脇、太田、平島の各集落では、専業農家率はいずれも30.0%

以上と高いものとなっているO

町.東海市の代表的農業の形成過程、現況並びにその課題

1.温州みかん栽培

特にここでは東海市農業を代表する果樹なかでも温州みかん、野菜なかで、もたまねぎ並びに

施設園芸なかでもふきおよび洋らん栽培の形成過程と現況並びにその課題について考察するo

まず本市に最も多くみられる果樹生産農家の状況を検討する。本市の果樹生産については、
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ぶどう栽培およびとりわけ温州みかん栽培が目立ち、 1985年における栽培農家数および栽培面

積は、温州みかんが696戸267ha、ぶどうが72戸27haとなっているo

本市の果樹を代表し、明治初期に現在の西尾市から本市荒尾町に導入されたのが始まりとさ

れる Uみかん生産については、戦後とりわけ高度成長期以降の成長部門のーっとして、また特

に愛知用水の通水事業に伴う農地開発すなわち未墾地買収により、原野が、果樹園の開園化に

みられるように樹園地化へと、また回や畑の造成へとつながったこともあり、水田や畑地から

の転換を伴いながら大いに拡大したのであるoすなわち高収益化7)に支えられ、土地を購入し

て生産規模を拡大したり、畑地をみかん園に転換したりして来たのである。

またみかん園は、地域的には愛知用水の幹線沿いおよび、疏菜と結び付く形で沿岸部地域に

展開している。しかしその経営規模は必ずしも大きくなく、例えば温州みかんの栽培面積は、

0.50--1.00ha層が163戸、1.00ha以上層が48戸となっているG

しかも近年のオレンジ自由化への動き、 1970年代以降の生産の過剰化と生産調整、またそれ

に伴う価格の低迷等により、当市の果樹生産はその停滞化を余儀なくされている O このため

1975以降は10月はじめから 2月はじめに出荷する早稲系への転換も図られている O 特にふき、

ブドウとの複合経営が多かったみかんは、温州みかん転換事業により、 1 ha未満の小規模層

を中心に経営の転換が図られている。

これは、不適地に栽植されたみかん園も多く、例えば傾斜地の場合、闘場が小規模で分散し、

作業能率が悪いのみならず、肥培管理不足とも相待って品質低下が著しく、市場での評価も低

いためである。またふきや水稲との複合経営も多く、労働の競合もみられるO また出荷に関し

ても、個選のため販売力も弱く、市場価格は不利なものとなっているo ちなみにその出荷をみ

ると、名古屋市等へ100%個人出荷して来たのであるO

2.たまねぎ栽培

次いで本市の野菜を代表するたまねぎ生産の特徴について検討したい。本市のたまねぎ生産

は、愛知県園芸発達史 8)によれば、その起源は明治時代に遡る o すなわち愛知県では、 1892

(明治25)年に横須賀町に初めて作付されたのである。明治30年代末期以降食材料として、ま

たカゴメK.K.の本拠地である当市ではトマト加工用副原料として需要が増大し、大正4年

には横須賀町9)だけで県下作付面積49haの31%を占めていた。

また1964年からポリエチレン、マルチ法等の導入と普及により、収量が著しく増加した。か

くして1966年以来当市のたまねぎ栽培は野菜指定産地となっているo

1985年現在の収穫農家数および収穫面積は905戸および、157haとなっているo 出荷および販

売については、共販率が88%、その市場は京浜(例えば1984年の出荷については、 47.5%)、

中京(同24.7%)および京阪神となっている O

またその生産費についてみると、例えば1983年の10a当り労働時間は152時間、粗収益は27.8
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万円、 1日8時間当り労働報酬は9，349円となっているO ただその変動は大きい点には注意し

て置きたい。すなわち1978--82年の5カ年聞の 1日8時間当り労働報酬をみると、 1，298円、

7，553円、 8，795円、 46，461円、 3，354円と大きな変動を示すのであるo

しかし本地域では栽培適地が限界に近いのに加え、 1960年代後半以降工業化および宅地化等

の都市化の進展より、また新興産地の拡大による産地問競争の激化と、台湾等からの外国産た

まねぎの輸入の増大もあって、作付面積は後退に転じた。すなわち当市では農業労働力の流出

が顕著であるにもかかわらず、このたまねぎ栽培には手労働が中心の労働集約的栽培が課せら

れ、定植と、とりわけ4--6月の収穫期には労働が集中するのみならず、この労働のピークは

稲作作業へと続くこともあって、その作付けは停滞化しているのである O 特産品とは言え、重

労働をとりわけ婦人および高齢者に要するのに、低収益化傾向は否めず、作付面積の停滞化は

否めないのであるo

3.ふき栽培

当市の農業を代表し、都市近郊農業のなかでも最も集約的で高い収益性を示している施設園

芸は、ふきおよび洋らん栽培を中心とするものであるo特にここでは、全国一の生産高を誇る

ふき栽培を中心にその農業経営を特徴づけたい。

本市のふき栽培は、江戸末期における愛知早稲種の発見に由来し、明治30年代後半および大

正10年代初めの油障子かけや油紙被覆による早出し栽培、昭和10年代初めの株冷蔵による抑制

栽培、また昭和30年代までのヨシズ掛け栽培から有孔ポリエチレン、さらに寒冷紗利用による

早出し栽培への転換、 1960年代初期のビニールハウスによる促成化、 1960年代中期のビニール

ハウスを利用した株冷蔵による抑制や促成栽培、また大阪泉南方式10)の導入等新技術の導入と

普及に支えられて来たl~すなわち先駆的農家の技術改良とその普及、またビニールハウス利
用による促成栽培、株冷蔵等の組合せにより、経営規模の拡大と労働配分の調整を図るととも

に、出荷時期の前進化および長期化を図り、増収に努めて来たのである。

露地ものとして導入されたふきは、 1962年の愛知用水の通水後は知多全域に栽培され、 1960

年代後半にはたまねぎの後作として、また知多の基幹作物であるみかんの価格低迷による経営

の不安定化を解消するため、さらに海岸部が重化学工業用地として埋め立てられ、兼業として

も営まれていた海苔養殖業からの転換が迫られたこともあって、より集約的なハウス栽培が定

着した。ふき価格の安定化と高収益化により、また1970年以降は水稲の生産調整にもより、水

田がふき畑に転換されたこともあって、ふき栽培はさらに拡大した。すなわち第1表のように、

水田利用再編対策事業(転作野菜栽培団地設置事業)によるふき団地の設置等にもよりふき栽

培は拡大したのであるo また1970年代前半にはビニールかけによる栽培が普及し、 2月中旬か

らの収穫が可能となった。

また根腐れ(線虫を防ぐ)等の病気対策として株令技術が確立したこと、 1960年代後半以降
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ふきの根株を冷蔵庫に入れるようになったこと、また1975年度事業として冷蔵庫を農協に導入

したこと、さらに病虫害対策等において農業総合試験場および農業改良普及所等が果たした役

割等は、このふき栽培の拡大、とりわけ平野部のその拡大において重要であった。

また流通部門も、大正12年には従来の個人輸送から組合出荷に代わり、全国に出荷されるよ

うになり、さらに昭和10年頃には中京、関東、京阪神市場を中心に全国に共同出荷されるよう

になった。

また戦後は、知多園芸連が主体的に生産を奨励したこととともに、農協等が出荷体制や資金

の導入面で果たした役割等の他、生産面においてふき振興会、また集出荷面において春野菜販

売委員会が、農協や経済連の補完機能として果たして来た役割も重要であるo すなわち専門の

検査員のもとで、春野菜販売委員会と農協職員が現在検査を行い、規格の均一化に努めている。

さらに東京・大阪・北海道の3ケ所にある県の機関である物産販売斡旋所が、系統組織と一体

となり、産地と消費地を結ぷ消費懇談会、市の物産展、量販屈の特売等を聞き、消費者に料理

法等のパンフレットを配布する等PRIこ努める等情報収集や配貨指導においても重要な役割を

果たしている。

かくしてふき栽培は当市で最も広範にみられるものとなり、 1984年には東海市ふき振興会が

中日農業賞12)を授賞した。

第3図.ふき栽培A農家の栽培状況

2 月 lJ:~月|叶 4月|叶 6月|明 1J:~月 I J:~月 110月 |11R112 月
上中下上中下上中下上中下上中下上中下上中下上中下土中下上中下上中下土中下

1、ふ 仰制 30 a '‘ 
4邑 --- 且血 . • ハウス内張り .(i 穫 締据・綜冷・土壇消毒定犠 ハウス外張り 収 積

ウ

促成 15 a 血 --- A 
aa ..... .-. 

ス き 収穫 収権 韓握 定値 ハウス績割.橿
みかん 120 a 

せん定・姥肥 収複

このふき栽培の作付体系は、第3図のようであるoA農家の場合、その農業経営は次のよう

な特徴を持っている。すなわち経営耕地面積が1.73haで、次女23才が恒常的雇用勤務兼業に従

事し、第1種兼業形態を取るが、その経営は本集落に多くみられる形態となっている。すなわ

ち果樹1.20haを栽培しながら、これと労働ピークとりわけ収穫のそれを避けながら、集約的な

施設園芸を営んでいる。その労働は、基本的には夫婦2人 (51才および49才)と両親の家族労

働力で対応しているが、収棲物の等級分けにはパート労働力を若干導入しているo

A農家の農地は、本来果樹園、水田および畑地からなり、 1960年代まではみかん、稲、大豆、

いも、たまねぎ(田および畑地)等を栽培して来た。しかし1960年以降農業が全般的に大きく

変貌するなかで、選択的拡大による農業生産白転換が試みられた。特に愛知用水の通水に伴う
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未墾地買収により、祖父の代から栽培して来たA農家のみかん園は大いに拡大した。これは、

高収益故に1959年以来土地を購入して生産規模を拡大したり、畑地をみかん園に転換したりし

て来たためであるo しかし1970年以降の生産過剰化に対応し、 1975年以降は10月はじめから 2

月はじめに出荷する早稲系への転換を図っているo

ふきの出荷については、個々の農家が持ち込んだものを農協で共選し、知多園芸連ふき部会

が出荷する形態を取っているo 1981年頃までは作れば売れたが、現在は全国市場を牛耳ってい

ることにもより、知多支所管内の生産および出荷の調整を園りながら、価格維持に努めている。

すなわち抑制ものの収穫期に当たり、出荷が殺到しがちな11--12月には、各農家が週間予想出

荷量を申し込み、それに応じて各農家の出荷量を割り当て、総出荷量を 1--1.1万ケースまで

に抑え、価格維持を図っているのであるo

また抑制，$"きの栽培については、高収益が狙える早稲系への移行化傾向も明らかである。す

なわち11月10日から11月末まで、さらには10月20日までに収穫する早稲もしくは極早稲への転

換がみられるのであるo価格がよい促成のものについては、例えばA農家では0.15ha作付けら

れ、他の農家と同様収穫は2回行われている。しかし高収益化を図るため、 2月中旬から末と

3月下旬から 4月上旬に収穫を行っている。特に海岸部では、高価な 2月に収穫・出荷するた

めに、 9月中下旬に植え付ける等、より抑制化に努めているG また早期出荷のため、定植前に

寒冷紗被覆や散水等の地温を下げる工夫もされるようになった。かくして本市のふきは年末か

ら早春にかけ、京浜、名古屋市場において重要な地位を占めているのであるo

また愛知県知多農業改良普及所の資料によると、ハウスのふき栽培の10a当り農業組収益は

促成が200万円、抑制カ3276万円となっているO

しかし転作田の点在や排水の問題、また連作障害の問題等もあるo 病虫害が増加し、土壌や

健全株繁殖等の必要に迫られている O すなわち茎の灰色カピ病、株の半身萎ちょう病等病害虫

が多いのであるO このため、従来の頁岩系の粘土質土壌の客土から、深耕、暗渠、堆肥、改良

資材の投入等による土づくりへの転換も試みられた。

また近年消費は伸び悩みであるのに対し、兵庫県(津名)や大阪府(泉南)、また群馬県等

の競合産地の台頭により、出荷先や出荷期の調整を迫られているo 特に抑制ふきは、生産過剰

気味で出荷調整を迫られている。

また都市化による区画整理事業等の進展により、栽培圃場が減少し、他市町村への出作り地

が増加しているo ちなみに当市の農業委員会の資料から、 1987年における農家台帳登載面積を

みると、東海市市内が1，152haに対し、市外の面積は241ha(田が57ha、畑が184ha) となって

いる。また愛知県の調査叫こよると、 1972--81年の10年間に農地法3条の許可を受けた当市の

出作地取得者は214名で、その内の68名の出作地面積は36ha(一方、入作地面積は 6haで、差

引31haの出作地超過)で、 1戸当り出作地面積は0.53ha、出作地面積比率は16.7%となってい

る。その出作先の内訳は、南接する知多市が35.9%、東接する大府市が34.7%、南東部で隣接
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する東浦町が15.7%、残り13.7%がそれ以南に位置する知多半島の市町村となっている o この

出作りは、耕地の分散化と合わせて、当地の集約的な農業経営を一層非能率なものとしている。

またふき栽培には、愛知県知多農業改良普及所の資料によると、 10a当り労働時間が850時

間と労力を要するO なかでも収穫調整作業の占める割合が69.7%と高いのみならず、この期の

作業時聞は12時間前後と長く、充分な食事も出来ない。しかし10a当り 8tの収穫の場合、生

産費はkg当り163円に対し、販売価格は 2--3月期でもkg当り200円以上、 11--1月ではkg当

り200円以下と、所得率は32%と低位であるO

4.洋らん裁培

ふきと並んで当市を代表するもう一つの集約作物である洋ラン(鉢物)については、 1986年の愛

知県農林水産統計年報によると、全国一の生産高川を示して来た愛知県において、栽培農家数が35

戸、収穫面積が4.4ha、出荷量が33万鉢、出荷金額が4.5億円と県下88市町村中第I位を占めているO

この洋らんの始まりは大正初期で、本格的な生産の開始は、 1950年代後半以降のことである。

この洋らん栽培の成立過程およびその経営状況を、先進的な経営を営んで来たB農家(経営耕

地面積が0.92haの専業農家)の状況を中心にみたい。

1年目

2年目

3年目

4年目

1月
上中下

第4図.洋らん栽培B農家の栽培状況

.岨... 
4寸に植え替え• 6すに植え替え

畠

山上げ開始

.岬曲.• • フラスコ栽培 2すポットに植え替え

• 
ι一一@ • 山下げ 出荷

B農家の耕地は、現在水田0.31haと畑地0.61haからなるが、 1950年代までは主として水稲と

たまねぎ栽培と兼業としての海苔養殖により生計を維持して来た。すなわち 3月一杯で収穫が

終わる海苔養殖の後に、たまねぎの収穫が出来るように労働配分がなされていたのであるo し

かし兼業としての海苔養殖は、臨海コンビナートに新日鉄が進出するに伴い、土地と宅地に変

換された。とともに農業経営の充実化に努めるため、温室経営を開始し出す。かくして当市に

1950年代後半頃から導入され出した観葉植物15)については、 B農家では1965年から父が栽培に

取り組み出す。また1960年代後半から1970年代初めにかけて当市に導入され出した洋らんにつ

いては、 1969年からカトレア等の切花岡をまず開始するO さらに1970年以降は、水田はたまね

ぎ栽培に転作化するとともに、洋らんに力を注ぐようになった。

かくしてB農家の現在の経営耕地の利用状況は、施設園芸が0.33ha、切花等の花き類が0.29
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ha、水稲が0.16haおよびたまねぎを栽培しているのである O 施設園芸は洋らん栽培であり、

その内訳は、シンビジウムが85%、ミルトニアが10%、残りがその他となっているO なお当市

では、一般にはシンビジウムが70%程度、次いでデンドロピウム、ファレノプシス、カトレア

等が栽培されているが、近年その栽培の多種類化が顕著である O

しかしこのような当市の洋らんの展開に関しては、先駆者達の指導、生産者団体の組織的な

活動、大規模流通市場の開設、大量繁殖技術の開発等が果たした役割も忘れることが出来なし¥0

例えば前述したYOPは年に 2--3回先進地農業の視察や苗の研究等を行う等、また育苗・出

荷センターが果たした役割にも大きなものがあるo

第4衰.東海市における1985年の洋らん山上げ状況

山上げ地域 愛知県設楽町 愛知県合計 長 野 県

標 I司= 800-1，100m 800-1，lOOm 1，OOO-1，200m 

委託農家数 34戸 36戸 31戸

受託農家数 8戸 9戸 6戸

開始年度 1978年 1974年 1975"'78年

借入れ期間 6--10月 6 "'10月 6 """"10月

借入れ料 5万円/10a 5万円/lOa 5万円/10a

管理状況 自己管理 自己管理 かん水等の管理

資料:愛知県知多農業普及所

また1973年以来は、標高920--30mの設楽町等への山上げ栽培が開始された。この山上げは、

早期出荷による高収益化を狙うものであり、借地の必要を伴う o B農家の場合借地料は10a当

り6---7万円で、山上げ期間は5月中旬から10月中旬で、各農家が個別に 2tおよび2tロン

グ車で、 15目前後かけて山上げする O この山上げにより、周年出荷も可能となった(愛知県園

芸発達史p.1l61)0 1985年現在第4表のように、標高900.......，1，100mのa駒ケ原を始めとする設楽

町に34戸、稲武町に 2戸、また県外については、標高1.000--1.200mの浪合村の20戸を始めと

して、長野県に31戸が山上げをしているのである O

またB農家の労働力については、夫婦2人 (39才および35才)と両親労働力が1人の計3人がそ

の主体をなすが、植え込みおよび出荷期に、主として主婦のパートを 1.......，2人(年間延べ90日程度)

導入しているO また全国から見習生が導入されて来たこともあって、 1985年には見習生を 3人

導入していた。なお愛知県知多農業普及所の調査によれば、 1984年の東海市における農業パー

トの導入状況は、 100.......，200人目が47戸、 200"""'300人日が3戸で、計50戸となっているoその部

門別内訳は、花き生産農家が22戸、野菜生産農家が22戸、果樹生産農家が6戸となっている O

B農家は、 1985年においては見習生を3人導入していたことにもより、 2，000万円以上の販

売金額を上げ、その9割が施設ハウスによる洋らん栽培によってもたらされていた。また1987年に

nu 



北村修二

おいては11---12月に、 l 鉢2~106''''''2 ， 210円(愛知県花き地方卸売市場における 1985年の 11月お

よび12月の月平均単価。なおこの年の年平均単価は、1.659円となっている。)程度で、 l万鉢

出荷した。

なおYOPの経営診断によると、 1977年における洋らん栽培農家の平均温室経営面積は427:坪、

その平均売上金額は1，184万円となっている。また愛知県知多農業改良普及所の1986年の資料

によると、その所得は、常時雇用労働力 l人、臨時雇用労働力延べ500目、家族労働力2.5人の

洋らん施設6，000nf(ガラス温室2，000nf、ビニーノレハウス4，000nf)経営農家で860万円、臨時

雇用労働力延べ200目、家族労働力2.5人の洋らん施設3，000nf(ガラス温室1，000nf、ビニー jレ

ハウス2，000nf)経営農家で596万円と試算しているO

またその出荷については、自己共選方式で、集荷場に持参し、 1967年に形成された太田温室

組合、さらに1969年に形成された東海市園芸組合花部会等の洋らん組合を通じて、関東および

名古屋市場に出荷される。

このように洋らんは、高収益故に急速に展開し、本市の農業を代表するようになったが、次

のような問題もみられるo

栽培農家の経営耕地面積が零細で、洋らん施設経営規模の拡大が困難となっていること。加

えて市街化区域内の耕地も多く、近年は宅地化の進展に伴い、耕地価格も高騰化し、耕地の確

保さえも困難化していることo ちなみに東海市の1985年現在の経営耕地面積をみると938ha、

うち市街化区域内農地は458ha、またそのうち長期営農継続認定面積は226haとなっているo

またその耕地も分散し、労働力的にも非能率であるof9lJえばB農家の場合温室施設は5ケ所に

分散し、移動には車でそれぞれ5--10分程度かかるのみならず、暖房施設も5ケ所必要である O ま

た都市化の進展に伴う耕音圃場の減少により、ふき栽培と同様他市町村への出作りが増加しているo

また競合産地として、企業経営化への動きとともに、千葉県および静岡県、また高知県およ

び徳島県等四国、さらに福岡県等九州が新興産地として台頭して来た。

また借入金への依存にも高いものがあるo 例えば愛知県知多農業改良普及所の資料から制度

資金の借入れ状況をみると、 1984年までの利用件数は310件、その内訳は農業近代化資金が234

件で75.5%と圧倒的な比率を占め、次いで農業後継者育成資金および技術導入資金が11.0%お

よび6.8%と続くが、生活改善資金は3件で1.0%に過ぎない。またその金額については、 1件

当り借入金額は480万円とは言え、農業総合施設資金では4，696万円と高いのに対し、生活改善

資金は70万円と低位である。また農業総合施設資金の借入れ状況からその借入れ部門をみると、

すべて花き部門となっているo 先述のB農家も、 1982--83年に施設の立て直しを図るに際して、

総合資金および近代化資金を2，000万円も借入れたのである。

農業後継者については、全国的のみならず、知多農業改良普及所内でもよく確保されたもの

となっているものの、同普及所が算出する確保目標10.3人町こ対し、 1980--85年の新規就農者

数は6.0人に過ぎない。
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また洋らんは種苗費、山上げ経費、暖房費等がかかることの他、荷造り作業にかかる手聞の

負担、また当市で最も普及度が高いシンピジュウムでは腐敗病等病害虫の発生が多いこと等の

問題も残されているo

v.東海市における経営階層別にみた農民膚の現段階的存立形態

1.果樹栽培農家の特徴

次に、東海市農業を支える農民層の現段階的存立形態を明らかにしたい。特にここでは、前

述したように東海農業の中心をなす果樹、野菜および施設園芸農家を中心に、その特徴を明ら

かにしたい。まず本市に最も多くみられる果樹生産農家の経営状況を明らかにするo このため、

果樹が販売金額の第1位部門をなす農家の割合が72.5%と高い値を示す平島集落を取り上げた。

この平島集落は、第1図のように本市のほぼ中央部から東部にかけて位置し、丘陵地域を形

成しているo 農家数は69戸、またその農業経営規模については、例えば 1農家当り耕地面積

0.94haにみられるように、恵まれたものとなっている。したがって専業農家率は30.4%と、農

業への依存度が高い集落となっているo

この集落の農家37戸の経営状況を段層別にみると、次のようになるO すなわち経営耕地規模

からみると、第5表のように大きく次の3層に区分することが出来る o1.5ha以上層、 0.50'"'-'

1.50ha層、 0.50ha未満層の3層がこれである。

まず次表を中心lこ、1.50ha以上層の特徴を明らかにする。この層は専業農家率が83.3%と、

ほぼ専業農家形態を取っているO これは、 1農家当り経営耕地面積が1.81haと大きいのみなら

ず、借入れ農家率50.0%にみられるように、経営規模の拡大化傾向も明瞭なためである。果樹

生産を中心に作付けられ、野菜、施設園芸、稲等がこれを補う形を示しているo すなわちこの

層では果樹栽培プラス施設園芸(ふき)栽培という農家もかなりみられるのである。なお本市

における果樹栽培のほとんどが温州ミカンで、果樹収穫面積の84.2%を占めているO 次いでぶ

どうが8.5%とこれに続く。また農業労働力も 1農家当り農業専従者2.67人にみられるように、

よく確保されたものとなっているo 農産物の販売金額もかなり高く、 700万円以上農家率およ

び300万円以上農家率は50.0%および83.3%となっているO

次に0.50，....，，1.50ha層の検討に移りたい。 l農家当り経営耕地面積が1.08haとかなりの値を示

すこの層は、第1種の恒常的雇用勤務兼業を中心に、第2種恒常的雇用勤務兼業および専業農

家で構成されているo 兼業の内容は、従事者の81.0%を恒常的勤務兼業従事者が占めるが、残

りは日雇兼業およびその他の自営兼業となっているo 1農家当り農業従事者3.36人および農業

専従者2.00人というかなり恵まれた農業労働力によって、果樹を主体とする農業経営が維持さ

れている。販売金額に占める割合の平均は、果樹が6.8割、野菜が1.0割、施設園芸が0.7割、稲

が0.3割となっているO しかし農産物販売金額は左程高くなし 500万円以上農家率は23.5%に

対し、 100--300万円農家率は58.8%にも昇っているo
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第5表.果樹生産平島集落農家の鹿業経営状況

1.50ha 1.00-- 0.50ha 

以上層 1.50ha層 未満層

農家数 戸 6 17 14 

1農家当り経営耕地面積 ha 1.81 1.08 0.28 

専業農家率 % 83.3 23.5 14.3 

第1種恒常的雇傭勤務兼業農家事 % 16.7 41.2 7.1 

第 1種目雇兼業農家率 % 

第l種その他の自営兼業農家率 % 

第2種恒常的雇傭勤務兼業農家事 % 29.4 64.3 

第2種目雇兼業農家率 % 

第2種その他の自営兼業農家率 % 5.9 14.3 

借入耕地のある農家率 % 50.0 5.9 7.1 

貸付耕地のある農家率 % 16.7 5.9 7.1 

耕作放棄地のある農家率 % 16.7 11.8 

1農家当り収穫総面積 ha 1.76 1.09 0.24 

収穫作目および飼養畜目総数 目 7.00 5.12 3.07 

うち販売作目および畜目数 目 4.33 3.53 1.14 

1農家当り果樹収穫面積 ha 1.28 0.74 0.16 

1農家当り野菜収穫面積 ha 0.16 0.11 0.02 

1農家当り施設園芸収穫面積 ha 0.07 0.05 0.01 

l農家当り稲収穫面積 ha 。.23 0.11 0.04 

1農家当り麦・雑穀・いも・豆類収穫面積 ha 0.01 0.02 0.02 

施設園芸を営む農家率 % 33.3 23.5 7.1 

1農家当り耕転機・トラクタ一所有台数 L口品、 2.33 1.35 0.64 

I農家当り15馬力以上トラクタ一所有台数 」口a、 0.12 

1農家当り防除機所有台数 」口品、 0.67 0.83 0.57 

1農家当り田植機所有台数 」口品、 0.50 0.18 

1農家当り16才以上世帯員数 人 5.00 4.65 4.14 

1農家当り農業従事者数 人 4.00 3.36 1.93 

l農家当り農業専従者数 人 2.67 2.00 0.57 

l農家当り臨時雇・手間替・ゆい・手伝い雇入れ延人数 人/日 13.3 8.3 

1農家当り兼業従事者数 人 0.17 1.24 1.57 

うち恒常的勤務兼業従事者の占める割合 % 100.0 81.0 86.4 

その他の自営兼業従事者の占める割合 % 9.5 13.6 

農産物販売金額が700万円以上の農家率 % 50.0 11.8 

500万円以上の農家率 % 66.7 23.5 7.1 

300万円以上の農家率 % 83.3 35.3 7.1 

100万円未満の農家率 % 5.9 78.6 

取売金額割合四る

果樹 割 6.3 6.8 6.4 

野菜 害リ 1.0 1.0 1.1 

施設園芸 割 1.5 0.7 0.7 

めに占平均 稲 割 0.2 0.3 

その他 害リ 1.0 1.2 0.4 

自給農家率 % 14.3 

資料:東海市役所資料より
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さらに0.50ha未満層については、 l農家当り平均耕地面積が0.28haと零細であるが、果樹部

門が主体をなし、販売金額に占める果樹の割合の平均は6.4割、次いで野菜が1.1割、施設園芸

が0.7割と続いている。しかし稲および野菜の収穫面積はともに低位で、施設園芸農家率も7.1

%と低位であるo すなわちこの層では、果樹以外の部門は零細で、自給的色彩が濃厚である。

ちなみに 1農家当り農産物販売作目数をみると、1.14に過ぎない。

したがって販売金額も低位で、 100万円未満農家率は78.6%、自給農家率は14.3%となって

いる。また農家としての形態は第2種兼業農家率が64.3%と主体をなし、次いで専業農家率お

よび第2種のその他の自営兼業農家率がともに14.3%と続いている O この専業農家は、 76才の

単身女子高齢者農家および施設園芸による花き栽培を営む農家で構成されているo 1農家当り

農業専従者が0.57人と低位なのに対し、兼業従業者数が 1農家当り1.57人を示すこの層の兼業

内容については、恒常的雇用勤務兼業が兼業従事者の86.4%と圧倒的な割合を占め、次いでそ

の他の自営兼業が13.6%と続いている。

以上のように、果樹栽培は、1.0haとりわけ1.5ha以上層を中心に担われているが、組放的と

は言え、零細経営層においても栽培されている点には留意して置きたい。

2. 野菜栽培農家の特徴

次に当市において販売金額の第 l位部門をなす農家の割合が第2位をなす野菜生産農家の特

徴を明らかにしたい。このため、第 1図のように本市の南西端に位置し、野菜が販売金額の第

1位をなす農家率が76.8%と、本市で最も高い農家率を示す養父集落を取り上げた。

ここの野菜生産農家は、大略次の 4層に階層区分出来るo 第6表の1.50ha、1.00--1.50ha、

0.50--1.00haおよび、0.5haの4層がそれであるo

ます'1.50ha以上層についてみると、 1農家当り平均耕地面積が1.64haと大きく、農家として

の形態は専業形態が中心をなす。また耕地の借入れ農家率が100%と、経営規模の拡大傾向も

明瞭であるO 収穫作目および飼養畜目数は7.67および5.33、また収穫面積からみても、耕地利

用率は137%と集約的であるO すなわち野菜の収穫面積が1.55haと高い値を示すのみならず、

稲の収穫面積も0.62haとかなりの面積を占める。その野菜の中心はたまねぎ栽培で、その面積

は157haと、野菜の全収穫面積の63.1%を占めているo

また施設園芸農家率も66.7%と高い値を示しているO すなわち野菜プラス施設(ふき)栽培

という農家がかなりみられるのであるo これは、機械化の進展および、農業労働力水準の賜でも

ある O すなわち 1農家当り耕うん機・トラクタ一所有台数、 15馬力以上トラクタ一所有台数お

よび農業専従者数は3.67台、1.00台および3.33人となっているO また農産物販売金額は、全て

の農家が300万円以上、 500万円以上農家率も66.7%となっているO これは、野菜および一部は

施設園芸と稲によってもたらされたものであり、販売金額に占める割合の平均は野菜が6.6割、

施設園芸および稲がともに1.7割となっている。
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第6衰.野菜生産養父集落農家の農業経営状況

1.50ha 1.00 ....... 0.50 ....... 0.50ha 

以上層 1.50ha層 1.00ha層 未満層

農家数 戸 3 8 16 12 

1農家当り経営耕地面積 ha 1.64 1.14 0.73 0.31 

専業農家事 % 66.7 37.5 18.8 16.7 

第1種恒常的雇傭勤務兼業農家率 % 33.3 37.5 56.3 8.3 

第1種目雇兼業農家率 % 6.2 

第1種その他の自営兼業農家率 % 12.5 12.5 25.0 

第2種恒常的雇傭勤務兼業農家率 % 12.5 25.0 

第2種目雇兼業農家率 % 

第2種その他の自営兼業農家率 % 6.2 25.0 

借入耕地のある農家率 % 100.0 62.5 50.0 50.0 

貸付耕地のある農家率 % 12.5 6.3 8.3 

耕作放棄地のある農家率 % 

1農家当り収穫総面積 ha 2.24 1.40 0.96 0.31 

収穫作目および飼養畜目総数 目 7.67 4.25 4.13 2.25 

うち販売作目および畜目数 目 5.33 3.63 3.56 1.58 

1農家当り果樹収穫面積 ha 1.55 0.82 0.60 0.17 

l農家当り野菜収穫面積 ha 

1農家当り施設園芸収穫面積 ha 0.07 0.05 0.03 0.01 

1農家当り稲収穫面積 ha 0.62 0.53 0.32 0.11 

1農家当り麦・雑穀・いも・豆類収穫面積 ha 0.00 0.01 0.01 0.01 

施設園芸を営む農家率 % 66.7 25.0 18.8 8.3 

1農家当り耕転機・トラクタ一所有台数 A口h 3.67 3.38 2.31 1.08 

1農家当り15馬力以上トラクタ一所有台数 4口h 1.00 0.75 0.38 

1農家当り防除機所有台数 ぷ口語、 1.00 0.63 0.75 0.42 

1農家当り田植機所有台数 4口2、 1.00 0.75 0.63 0.08 

1農家当り16才以上世帯員数 人 4.33 4.63 3.56 3.17 

1農家当り農業従事者数 人 3.33 3.13 2.56 2.00 

1農家当り農業専従者数 人 3.33 2.50 2.06 1.00 

1農家当り臨時雇・手間替・ゆい・手伝い雇入れ延人数人/日 51.7 39.0 20.5 3.8 

l農家当り兼業従事者数 人 0.33 1.25 1.19 1.67 

うち恒常的勤務兼業従事者の占める割合 % 100.0 90.0 78.9 45.0 

その他の自営兼業従事者の占める割合 % 10.0 5.3 50.0 

農産物販売金額が700万円以上の農家率 % 33.3 12.5 6.3 8.3 

500万円以上の農家率 % 66.7 50.0 6.3 8.3 

300万円以上の農家率 % 100.0 75.0 50.0 8.3 

100万円未満の農家率 % 6.3 50.0 

売金額販めに占割合平均白る

果樹 割 6.6 7.0 7.7 7.7 

野菜 割

施設園芸 害リ 1.7 1.5 1.1 0.8 

稲 割 1.7 1.4 1.4 0.3 

その他 害リ 0.1 0.1 1.2 

自給農家率 % 

資料;東海市役所資料より作成
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次いで、1.00--1. 50ha層については、 l農家当り平均耕地面積が1.14haとなっており、専業農

家と第1種の恒常的雇用勤務兼業農家が主体をなし、その比率はともに37.5%となっている O

野菜の収穫面積0.82haおよび、稲の0.53haを中心に、耕地利用率123%にみられるように、集約

的経営が営まれている。ただしさらに集約的な施設園芸農家率は25.0%にとどまっている点に

は注意して置きたい。機械化および農業労働力についてもかなりの水準にあり、 1農家当り耕

うん機・トラクタ一所有台数および農業専従者数は3.38台および2.50台となっているo したがっ

て農産物販売金額は、 500万円以上が50.0%、300万円以上が75.0%とかなり高い水準となって

いるo その内訳は、販売金額に占める割合の平均からみると、野菜が7.0割と主体をなし、次

いで施設園芸および稲が1.5割および1.4割と続いているO

また平均耕地面積が0.73haであるO.50"""'1. Oha層については、第 1種の恒常的雇用勤務兼業

を主体とし、専業および第1種のその他の自営兼業がこれを補う形を取っている O またその経

営状況は、耕地借入れ農家率50.0%、耕地利用率132%、l農家当り耕うん機・トラクタ一所

有台数2.31台および農業専従者2.06人にみられるように、かなりの水準にあると言えよう O そ

れは、販売金額に占める割合の平均が7.7割にみられるように、野菜を中心に営まれ、その販

売金額も、中間層的な色彩が強い300--500万円層が43.7%と中心をなすのであるo

さらに0.50ha未満層については、経営耕地が0.31haと零細で、あるのみならず、耕地利用率も

100%と、野菜生産農家中最も低位なものとなっている O 野菜生産が販売金額に占める割合の

平均は7.7割と高い値を示すものの、その販売金額は、 100万円未満層が50.0%と低位のものと

なっているo したがってこの層では、兼業とりわけ第2種兼業が目立ち、専業農家率は16.7%

に過ぎない。この層の兼業内容については、他の層と異なり、恒常的雇用兼業にも増して自営

業が目立つO すなわち 1農家当り兼業従事者1.67人中その他の自営兼業従事者は、 50.0%と半

数を占めるのである。

以上のように特徴づけられる野菜生産農家は、総じて耕地の借り入れが多いのも特徴の一つ

であるo

3.施設園芸農家の特徴

また販売金額の第1位部門をなす農家率が13.7%と、当市の第3位をなす施設園芸について

は、加家集落を取り上げ、その特徴を明らかにするO これは、第 l図のように本市の西部に位

置する加家集落が、施設園芸が販売金額の第 1位をなす農家率が52.0%と、本市で最も高い値

を示すからであるo 施設園芸を中心とするこの地区の農家は、大略次の3層に階層区分出来る。

第7表の1.00ha以上層、 0.50--1.00ha層および‘0.50ha未満層がこれであるO
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第7表.施設園芸加家集落農家の農業経営状況

1.00ha 0.50-- 0.50ha 

以上層 1.00ha層 未満層

農家数 戸 7 15 19 

1農家当り経営耕地面積 ha 1.48 0.77 0.24 

専業農家率 % 85.7 46.7 26.3 

第1種恒常的雇傭勤務兼業農家率 % 14.3 53.3 21.1 

第1種目雇兼業農家率 % 5.3 

第1種その他の自営兼業農家率 % 

第2種恒常的雇傭勤務兼業農家率 % 36.8 

第2種目雇兼業農家率 % 

第2種その他の自営兼業農家率 % 10.5 

借入耕地のある農家率 % 

貸付耕地のある農家率 % 6.7 5.3 

耕作放棄地のある農家率 % 100.0 86.7 57.9 

l農家当り収穫総面積 ha 1.44 0.78 0.23 

収穫作目および飼養畜目総数 目 6.14 3.27 5.11 

うち販売作目および畜目数 目 3.29 2.73 1.79 

1農家当り果樹収穫面積 ha 0.42 0.47 0.04 

l農家当り野菜収穫面積 ha 0.86 0.25 0.07 

1農家当り施設園芸収穫面積 ha 0.11 0.04 0.05 

l農家当り稲収穫面積 ha 0.04 0.02 0.05 

1農家当り麦・雑穀・いも・豆類収穫面積 ha 0.01 0.00 0.02 

施設園芸を営む農家率 % 85.7 93.3 15.8 

I農家当り耕転機・トラクタ一所有台数 4口- 3.29 3.53 1.05 

1農家当り15馬力以上トラクタ一所有台数 4口a、 0.14 0.20 

1農家当り防除機所有台数 4口品、 0.86 0.87 0.68 

l農家当り田植機所有台数 」口品、 0.05 

1農家当り16才以上世帯員数 人 4.57 3.60 3.58 

l農家当り農業従事者数 人 4.00 3.20 2.68 

l農家当り農業専従者数 人 3.00 2.27 0.74 

l農家当り臨時雇・手間替・ゆい・手伝い雇入れ延人数 人/日 42.9 26.0 

l農家当り兼業従事者数 人 0.14 0.80 1.37 

うち恒常的勤務兼業従事者の占める割合 % 100.0 100.0 80.8 

その他の自営兼業従事者の占める割合 % 15.4 

農産物販売金額が700万円以上の農家率 % 57.1 53.3 

500万円以上の農家率 % 71.4 73.3 5.3 

300万円以上の農家率 % 71.4 80.0 10.5 

100万円未満の農家率 % 6.7 78.9 

売金額販割合のる

果樹 害IJ 6.2 7.5 1.4 

野菜 害IJ 3.6 2.4 2.1 

施設園芸 害Ij 0.1 0.1 3.8 

めに占平均 稲 害IJ 0.5 

その他 害Ij 0.1 1.1 

自給農家率 % 10.5 

資料.東海市役所資料より作成
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まず、1.00ha以上層の特徴をこの表を中心に検討するo 1農家当り経営耕地面積が1.48haとか

なり高い値を示すこの層は、専業農家率が85.9%とほぼ専業形態をとっているO これは、施設

園芸を主体とする集約的な経営によってもたらされ、施設園芸が農産物販売金額に占める割合

の平均は6.2割、次いで果樹が3.6割となっているo このために必要な農業労働力および機械化

もよく確保されたものとなっているo すなわち 1農家当り農業従事者および農業専従者は4.00

人および3.00人となっているO また l農家当り耕うん機・トラクター所有台数は3.29台と高い

水準にあるのに対し、 15馬力以上所有台数は0.14台と低位である。

また施設等の集約部門に専念するため、耕作放棄地が多いのも一つの特徴となっているo こ

の耕作放棄地は全ての農家にみられ、その 1農家当り面積は0.35haにもなっている。不耕作地

は労働力の効率的な利用を図るためのものであり、最も集約的な施設園芸農家にとりわけ目立

つo これは、耕地が分散されていることも多く、耕作に不便な自宅からの遠隔地にある分散した耕

地を中心として、家族の労働力構成、機械化の進展状況、畑地と水田との違い、また耕地の肥

沃性を始めとする土地の諸条件等に大きく左右されながら、耕作放棄化されているのであるO

またその販売金額については、 700万円以上が57.1%、500万円以上が71.4%と高いものとなっ

ているo

次ぎに0.50---1.00ha層の検討に移りたい。平均耕地面積が0.77haのこの層は、第 l種兼業と

専業農家がほぼ相半ばし、専業農家率は46.7%となっているo 1農家当り従事者が0.80人となっ

ている兼業の内容については、すべて恒常的雇用勤務兼業となっているo またこの層では、施

設園芸農家率および1農家当り施設園芸収穫面積が93.3%および、0.47haと、集約的な施設園芸

に上述した1.00ha以上層よりも特化しているのも特徴である。すなわち施設園芸が販売金額に

占める割合の平均は7.5割で、次いで果樹が2.4割とこれに続くのである O また機械化水準およ

び農業労働力もよく確保されたものとなっているo したがって農産物販売金額についても、

700万円以上農家率が53.3%、500万円以上農家率が73.3%と高いものとなっている。

さらに0.50ha未満層については、経営耕地規模が0.24haと零細なこともあり、兼業とりわけ

第2種兼業が目立っている。すなわち専業農家率が26.3%に対し、第2種兼業農家率は47.3%

にも昇っている O その内容は、恒常的雇用勤務兼業が80.8%と圧倒的な割合を示し、次いでそ

の他の自営兼業が15.4%と続く o したがってこの層では、施設園芸農家率15.8%にみられるよ

うに、集約化水準は低位である。すなわち販売金額に占める割合の平均は、野菜の3.8割を筆

頭に、果樹が2.1割、施設園芸が1.4割と続くのである。しかしその作付面積は、野菜の収穫面

積0.05haにみられるように、零細で自給的色彩が色濃く、販売作目および畜目数は1.79に過ぎ

ない。またこれを担う農業労働力水準も低位で、例えば1農家当り農業専従者数は0.74人となっ

ている。したがって農産物販売金額も、 100万円未満層が78.9%を占めるように、低位で、農

産物販売金額のない自給農家も10.5%存在しているo
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VI.結論

以上のように、日本資本主義の高度成長に加えて、大都市名古屋市の南東に位置し、その影

響が大きかった東海市の農業は、高度成長期以降全般的には農業の退潮的側面が、主として耕

作の放棄化、兼業化、農地転用、さらには離農化と言う形態を取りながら顕在化した。しかし

一部とは言え、上層農を中心に集約化による発展もみられた。それは、主として成長部門たる

果樹、野菜および施設園芸による発展であった。

かくして、主として果樹部門においては温州みかんによる発展が、野菜部門においてはたま

ねぎ等による発展が、さらに施設園芸においては全国一の生産を誇るふきおよび洋らんの生産

による発展がみられ、高位生産性農業が形成された。したがって東海市は、今なお専業農家率が

21.7%と、都市近郊農業地域としてのみならず、全国的に言ってもかなり高い水準を示すのである。

これは、地域的条件の有利性および地域的集積の利益を積極的に利用しながら、歴史的に形

成されたものであるo すなわち部厚く存在した篤農家を中心に、その展開が担われたのみなら

ず、園、県、市、農協等が、補助事業をはじめとする諸事業を積極的に導入するという形で、

下支えに果たした役割も欠くことが出来ない。

このような集約化は、現在主として、階層的には次のような形態を取りながら維持されてい

るo

まず本市においても最も部厚く存在する果樹部門に関しては、主として上層とりわけ1.50ha

以上層を中心として、専業形態を取りながら、農業の機械化と農業労働力の充実に努めるとと

もに、耕地の借入れによる規模拡大およびふき栽培等の施設園芸による集約化を伴いながら、

かなりの所得水準をあげ、生産に努めているo またこれ以下層では、第 1種の恒常的雇用勤務

兼業、さらには第2種の恒常的雇用勤務兼業形態を取りながら、より小規模もしくは零細な粗

放的経営として果樹生産が営まれている。

また野菜部門については、1.50ha以上層では、主として専業形態を取りながら、耕地の借入

れによる外延的拡大および地価格差をも利用した出作り地の増大並びに施設園芸による集約化

を伴いながら、機械化の進展とこれを担う農業労働力の充実に努めるとともに、かなりの水準

の農業所得を上げ、野菜生産に従事しているO またこれ以下の1.00--1.50ha層で、は専業もしく

は第1種の恒常的雇用勤務兼業を、また0.50--1.00ha層では第l種の恒常的雇用勤務兼業を、

さらに零細な0.50ha以下層で、は第2種の恒常的雇用勤務兼業もしくは第1種および第2種のそ

の他の自営兼業を中心に営まれているo特に0.50ha以下層では、その栽培は小規模で、農産物

販売金額も150万円未満と零細である。また野菜生産農家では、耕地の借入れが総じて目立つ

のも特徴の一つであるo

さらに最も集約的な施設園芸部門については、とりわけ0.50ha以上層によって極めて集約的

に営まれているo したがって機械化の進展、農業労働力の充実に努めているものの、収益性の

高い施設園芸に専念する余り、それ以外の部門の耕地の耕作放棄は常態となっている O また農
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産物販売金額もかなり高い水準に位置するo 1.00ha以上層で、は専業形態を、 O.50--1.00ha層で

は専業もしくは第 l種の恒常的雇用勤務兼業形態を取っているo 一方、 O.50ha以下の零細層に

は施設園芸の展開が極めて少なく、この層は、耕作放棄を伴いながら、第1種および第2種の

恒常的雇用勤務兼業並びに専業農家が、小規模に野菜、果樹等生産に従事し、販売金額も100

万円未満と低位なものになっているO

しかし以上のみた東海市を代表する農業の発展にも、前述したように、多くの問題も存在す

るのであるo 例えばそれを集約的で高収益故に、急速に展開し、本市の農業を最も代表するの

みならず、全国一の生産を誇っているふき栽培や洋らんの栽培だけに限ってみても、次のよう

な大きな課題が存在する O

まずふき栽培については、転作田の点在や排水の問題、また連作障害の問題等もある。すな

わち茎の灰色カピ病、株の半身萎ちょう病等の病虫害が増加し、土壌や健全株繁殖等の必要に

迫られているO

またふき栽培には、長時間労働を要し、なかでも収穫・調整作業はとりわけそうで、充分な

食事も出来ない程であるO しかも近年生産費に対し、販売価格は低迷化傾向を示し、所得率は

低位なものとなっているO

また都市化による区画整理事業等の進展により、栽培圃場が減少し、他市町村での出作り地

が増加しているo この出作りは、耕地の分散化と合わせて、当地の集約的な農業経営を一層非

能率的なものとしている O

また近年消費は伸び悩みであるのに対し、兵庫県、大阪府、群馬県等の競合産地の台頭によ

り、出荷先や出荷期の調整、特に抑制ふきは、生産過剰気味で出荷調整を迫られているo

次いで洋らんについては、次のような問題もみられる。栽培農家の経営耕地面積が零細で、

洋らん施設経営規模の拡大が困難化しつつあること O また市街化区域内の耕地も多く、近年は

宅地化の進展に伴い、耕地価格も高騰し、耕地の確保が一層困難化して来ていること。

またふき栽培と同様耕地が分散し、暖房施設が複数必要であるのみならず、移動には時間も

要し、労働力的にも非能率的であることo また都市化の進展に伴う栽培圃場の減少により、他

市町村での出作りが増加していること。

また競合産地として、企業経営化への動きがみられるとともに、千葉県および静岡県、また

高知県および徳島県等四国、さらに福岡県等九州が新興産地として台頭して来たこと。

また借入金への依存にも高いものがあることO

また農業後継者については、全国的のみならず、知多農業改良普及所内でもよく確保された

ものとなっているものの、必要確保数との聞にはなおかなりの聞きがあること。

また洋らんは種苗費、山上げ経費、暖房費等がかかることの他、荷造り作業にかかる手間の

負担、また当市で最も普及度が高いシンピジュウムでは、腐敗病等病害虫の発生が多いこと等

の問題も残されているO
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1)北村修二「農家および農民層の流出動向からみたわが国の地域構造とその成立要因」、愛知教育大学

地理学報告65、1987，pp. 1 ---17。

2)この事業は、木曽川の支流大滝川に建設した牧尾ダムの水を下流の岐車県の兼山地点で自然流とと

もに取水し、犬山から知多半島の先端まで送水するというものであり、水資源の総合的利用をめざ

すわが国最初の国土総合開発事業であった。その目的は、農業、上水遣、工業用水並びに発電の開

発であ0、1955--61年の総事業費は422億円にも昇った。

3)定植は8月中旬から 9月に行われ、収穫は10月から 5月上旬まで続き、露地物の 2---3倍の収量を

あげている。

4)ちなみに1980年における転作面積をみると、ふきが32.6ha、次いで切花・花木・花きが12.0haと続

くのである O

5) YOPとは、 4Hクラブで観葉植物栽培を行っていた25才までの青年を中心に、主として生産技術と

経営技術の向上を目的として1966年に形成された組織で、現在参加者は28名となっている。

6) r愛知のかんきつJ(pp.21--22)によると、東海市のみかん栽培は、明治9年に幡豆郡福地村斉藤
(現西尾市)から東海市荒尾町に苗木を取り寄せたのがその栽培の始まりとされている。

7) 1950年代においては、みかん園が0.60haもあればそれで充分生活し得たのである。

8)愛知県園芸発達史編さん会「愛知県園芸発達史」、愛知県、 1981、p.292。

9)東海市は、 1969年に上野町と横須賀町が合体して市制施行したものである。たまねぎの作付に関し

ては、愛知農林水産統計年報によれば、例えば1965年の作付面積は上野町が90ha、横須賀町が165

haとなっている。

10)愛知県で開発された技術を、大阪府泉南郡で改良・定着化した株冷、ハウス利用による抑制および

促成栽培の技術を指す。

11)注8)著書pp.294--2970 

12)主催者たる中日新聞社が、農業振興のため中部地方の優れた農村および農業者を賞するものをいう o

13)愛知県「市町村聞出入作農業等実態調査基礎調査報告書」、 1983、245ページ。

14) 1985年における愛知県の洋らん(鉢物)生産は、全国生産額121億円の24.2%を占め、第一位となっ

ている。以下福岡県が12.1%、千葉県が9.0%、高知県が5.6%と続いている。愛知県の出荷先は、

県内が48.2%、関東が40.7%と続いているo

15) 1955年頃から、ゴムやアナガス等の観葉植物栽培が導入されるようになった。

16)東海市では現在菊、カーネーション等の切花が、東京市場等に出荷されている。

17)東海市における1985年の自立経営農家および自立志向農家数309戸に対し、世代交代が30年で行われ

るとして、必要確保数を10.3人と計算している。一方、知多農業改良普及所管区内の他の 9市町村

のそれは57人であるのに対し、 1981--85年の5ヶ年間平均の新規就農者数は%以下の17人に過ぎな

L 、。
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